
脱炭素先行モデル地区
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1.脱炭素先行地域の説明

脱炭素先行地域概要
国全体の目標である2050年までのカーボンニュートラル達成に向け、2030年までに先行して脱炭素化の
取組を進め、地域課題の解決と住民の暮らしの質の向上の同時実現を目指す事業として実施しています。
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出所：環境省「環境省地域脱炭素推進審議官グループ地域政策課 説明資料」より抜粋



1.脱炭素先行地域の説明

下関市の取組概要
本市は、「地域経済のエコロジカルな循環による海峡（環境）都市づくり～ウォーターフロントから始まるサス
テナブル・シティ～」をテーマに取組を推進していきます。
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各先行地域エリアにおける取組概要

•地域新電力が地産再エネメニューを供給
•関門海峡の潮流を活用した潮流発電を設置
•海響館や唐戸市場において、省エネ機器の更新や空調設
備等の運転を効率化

•再エネ・省エネ関連設備導入時における地域リース事業を
実施

•市の環境配慮行動優良事業者認定制度と連携した金利
優遇融資商品を提供

• カーボンニュートラル都市ガスの導入
• エコポイントの導入や廃食油の再資源化(SAF)の推進、
環境教育の実施等

①あるかぽーと
・唐戸エリア

•遊休農地において営農型太陽光発電、川棚浄水場におい
て太陽光発電を設置

②山陰終末
処理場エリア

③豊浦町
川棚エリア

④豊田町エリア

•下水処理場の未利用地に太陽光発電を設置

•未利用地（旧牧草地、みのりの丘）を活用した太陽光発
電を設置

先行地域対象エリア

計画名称

メンバー

株式会社会津ラボ / 株式会社エネルギア・ソリューション・アンド・サービス / 株式会社海響みらい電力 / コスモ石油マーケティング株式会社 /
公益財団法人下関海洋科学アカデミー / 国立研究開発法人水産研究・教育機構水産大学校 / ダイキン工業株式会社 / 
長府工産株式会社 / 株式会社長府製作所 / 株式会社日立製作所 /株式会社山口銀行 / 山口合同ガス株式会社 / 
株式会社山口フィナンシャルグループ / 合同会社有機の里 / 株式会社YMFG ZONE プラニング /ワイエムコンサルティング株式会社 / 
ワイエムリース株式会社

地域経済のエコロジカルな循環による海峡(環境)都市づくり
～ウォーターフロントから始まるサステナブル・シティ～



1.脱炭素先行地域の説明

下関市の主な取組
海響館・唐戸市場での省エネ設備および再エネ電力・ガス導入等による象徴的施設のゼロカーボン化や、
地域の特徴を生かした潮流発電および営農地での太陽光発電導入を推進していきます。
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1.脱炭素先行地域の説明

下関市の主な取組
集客力を活かした海響館・唐戸市場での環境教育等のイベント開催や地域エコポイント活用等、脱炭素
に資する行動変容促進や他地域と連携した中長期な横展開を目指します。
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1.脱炭素先行地域の説明

下関市の主な取組
地域金融機関と行政が連携し、地元事業者を巻き込んだ脱炭素に資する経済活動を実施することで、地
域経済循環スキームを目指します。
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2.本補助金についての説明

補助事業概要（1/2）
再エネ・省エネ設備の普及促進のため、設備の導入に要する費用の一部を補助する事業を計画しています。
※以下の対象設備・主な補助要件は検討中のものです。補助の内容が決まり次第、改めてご案内します。
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対象設備

事業期間

補助率

令和7年7月開始予定

購入・設置に要する費用の
以内3分の2

主な補助要件

【対象者】
• 脱炭素先行地域内に住民票があり実際に居住する方

【補助対象となる範囲】
• 補助対象地域で実施するものであること。
• エネルギー起源二酸化炭素の排出の削減に効果があるものであること。
• 補助対象設備を導入する建築物の使用電力を100%再エネ電力にし、また、

2030年度まで継続すること。

【設備要件等】

補助対象設備 交付要件（国実施要領別紙１に準拠）

1 自家消費型太陽光発電設備
発電した電気のFIT制度による売電は不可
発電した電気の使用割合（自家消費率）30％以上

2 蓄電池 太陽光発電による電気を充放電する設備

3 エネマネ -

4 高効率空調機器 従来の空調機器等に対して省CO2効果がある設備

5 高効率給湯機器 従来の給湯機器等に対して省CO2効果がある設備

高効率空調 高効率給湯
(エコキュート、エコジョーズ

等)

蓄電池太陽光発電 エネルギーマネジメント
システム

EMS

照明

空調 センサー

太陽光



2.本補助金についての説明

補助事業概要（2/2）
補助対象となる経費は以下の通りです。
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区分 費目 細分 内容

工事費 本工事費
（直接工事費）

材料費 事業を行うために直接必要な材料の購入費をいい、これに要
する運搬費、保管料を含むものとする。

労務費 本工事に直接必要な労務者に対する賃金等の人件費をいう。

直接経費 事業を行うために直接必要とする経費であり、次の費用をいう。

①特許権使用料（契約に基づき使用する特許の使用料及
び派出する技術者等に要する費用）

②水道、光熱、電力料（事業を行うために必要な電力電灯
使用料及び用水使用料）

③機械経費（事業を行うために必要な機械の使用に要する
経費（材料費、労務費を除く。））

④負担金（事業を行うために必要な経費を契約、協定等に
基づき負担する経費、系統を用いて供給する事業の場合は送
配電事業者の有する系統への電源線、遮断機、計量器、系
統設備に対する工事費負担金(1.35万円/kWを上限とす
る。))

本工事費
（間接工事費）

共通仮設費 事業を行うために直接必要な現場経費であって、次の費用を
いう。

①機械器具等の運搬、移動に要する費用

②準備、後片付け整地等に要する費用

③機械の設置撤去及び仮道布設現道補修等に要する費用

④技術管理に要する費用

⑤交通の管理、安全施設に要する費用

現場管理費 事業を行うために直接必要な現場経費であって、労務管理費、
水道光熱費、消耗品費、通信交通費その他に要する費用を
いい、類似の事業を参考に決定する。

一般管理費 事業を行うために直接必要な諸給与、法定福利費、修繕維
持費、事務用品費、通信交通費をいい、類似の事業を参考
に決定する。

区分 費目 細分 内容

工事費 付帯工事費 本工事費に付随する直接必要な工事（交付要件に定
める柵塀に係る工事を含む。）に要する必要最小限度の
範囲で、経費の算定方法は本工事費に準じて算定するこ
と。

機械器具費 事業を行うために直接必要な建築用、小運搬用その他
工事用機械器具の購入、借料、運搬、据付け、撤去、
修繕及び製作に要する経費をいう。

測量及試験
費

事業を行うために直接必要な調査、測量、基本設計、実
施設計、工事監理及び試験に要する経費をいう。

設備費 設備費 事業を行うために直接必要な設備及び機器の購入並び
に購入物の運搬、調整、据付け等に要する経費をいう。

業務費 業務費 事業を行うために直接必要な機器、設備又はシステム等
に係る調査、設計、製作、試験及び検証に要する経費を
いう。

PPA契約やリース契約等により実施される場合、事業を
行うために直接必要な需用費、役務費、委託料、使用
料及び賃借料を含むものとする。

事務費 事務費 事業を行うために直接必要な事務に要する社会保険料、
賃金、諸謝金、旅費、需用費、役務費、委託料、使用
料及賃借料、消耗品費及び備品購入費をいう。

補助対象経費



2.本補助金についての説明

補助事業概要
申請時・実績報告時に必要な書類などは、以下を予定しています。
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申請時

補助対象設備共通

(1) 住民票（マイナンバーなし）

(2)
（初期費用ゼロサービス事業者が申請する場合）
商業登記簿履歴事項全部証明書

(3) 市税の滞納なし証明書

(4) 補助対象経費が確認できる見積書等

(5) 補助対象設備の仕様書又はカタログ

(6) 補助対象設備の設置図（平面図、機器配置図、システム系統図など）

(7) 施工前（現在）の写真

実績報告時

補助対象設備共通

(1) 契約書等の写し

(2) 領収書の写し（補助事業に係る経費の内訳が記載されたもの）

(3) 施工後（設置後）の写真

(4) 補助対象設備の設置図（完成図）

(5) 出荷証明書、納品書又は保証書等の写し

(6) 再エネ電力メニューの契約書等の写し



2.本補助金についての説明

再エネ電力について
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発電事業者

設備導入補助要件である、100%再エネ電力の契約について、①自家発電、②再エネメニューの購入、
③再エネ電力証書の購入の方法があり、組み合わせて調達することが可能です。

① 自家発電 ② 再エネメニューの購入 ③ 再エネ電力証書の購入

再エネ電源を専用先等に接続し、直接
的に再エネ電力を調達

小売電気事業者等が提供する再エネ電
力メニューを購入

環境価値だけを再エネ電力証書という形
で購入（グリーン電力証書、再エネ電力
由来J-クレジット）

出所：環境省「再エネ100%電力調達」要件の開設を基に作成

供給

需給

自家発電
自家消費

再エネ電力メニュー
(電力契約)

再エネ電力証書購入
(環境価値のみ購入し、
電力は別途調達)

再エネ
電力調達
手法

住宅および事業所
（屋根上や駐車場等）

再エネ電源

小売電気
事業者

再エネ電源 再エネ電力証書 再エネ電力証書

住宅 住宅 住宅

：環境価値：電力



2.本補助金についての説明

再エネ設備導入のメリットについて
再エネ設備を導入することで、光熱費の削減や災害時の対策につながるメリットがあります。
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• 太陽光発電で発電した電気
を自宅で消費することで、電力
会社から購入する電気量を減
らすことができる

• 太陽光発電で発電した電気
を蓄電池に貯めて、夜間や雨
天時に使用することで、電力
会社からの買電量を減らし、
電気代の安定化に貢献する

(１) 光熱費の削減 (２) 災害(停電時)の対策 (３) 持続可能な社会への貢献

• 停電時にも自家消費が可能
になるため、非常時にも電力を
確保できる

• 太陽光発電はCO2をはじめと
した大気汚染物質を排出しな
いクリーンなエネルギーとして活
用可能

• エネルギー源が無尽蔵にあり、
枯渇する恐れがない



2.本補助金についての説明

補助金申請フローとスケジュール（令和7年度）
補助金申請にあたり、申請受付期間・実績報告期間・請求期間に合わせて、各書類を準備・提出する必
要があります。
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補助金
申請者

下関市

【申請受付期間】
7月~12月末

【実績報告期間】
事業完了後~2月末

【請求期間】
確定後次第順次（～3/31）

交付申請
発注・

工事契約

審査・
交付決定
通知

設置工事
実績報告
提出

審査・
交付額確定

請求書提出

補助金支払

補助金受領

必ず交付決定通知を受理した後に契約・発注してください

補助金
申込書

交付決定
通知書

実績報告書
補助金確定
通知書

請求書
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appendix

EMSについて
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家庭でのEMS(エネルギーマネジメントシステム)は、HEMSと呼ばれ、エネルギー使用の可視化・分析・改善
の機能を持つ機器です。

設備機能

• 計測・モニタリング
電気、ガス、水等のエネルギー使用状況をリアルタ
イムで収集

• データ収集・分析
エネルギー使用のパターンや効率性を分析、改善
の特定

• 制御・最適化
エネルギー自動最適化

導入メリット

• 光熱費(エネルギーコスト)の削減
エネルギー使用の自動最適化により、電気・ガス・
水等のエネルギーを節約

• 省エネへの行動変容
リアルタイムでのエネルギー量の可視化により、省エ
ネ行動への意識を醸成

• 設備の運用改善
老朽化や不具合による稼働率の低い機器が特定
でき、運用設備を最適化

設備概要

Home Energy Management Systemの略で、家庭で使用する様々な家電の電気、ガス、水のエネルギー使用量や運転状況

をモニター画面で「見える化」し、リアルタイムで電気の使用状況を把握することができる設備です。これにより、エネルギーを効率的に

利用することが可能になります。さらに、一部のシステムでは外出先からスマートフォンを通じて家電を遠隔操作できる機能があり、エア

コンや電動窓シャッター、給湯機などの状況を確認し操作することで、家庭内の家電をより便利に利用することができます。

イメージ図



appendix

太陽光パネルの主な交付要件について
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太陽光パネルの導入/更新については、以下交付要件を満たす必要があります。

契約別
要件

• PPA 事業者（需要家に対して PPA により電気を供給する事業者。以下同じ。）に対して交付金が交付された上で、交
付金額相当分がサービス料金から控除されるものであること（PPA 事業者が本事業により導入する再エネ発電設備と同一
都道府県内に本社を有する企業の場合は、控除額を交付金額相当分の 9/10 とすることができる）。

• サービス料金から交付金額相当分が控除されていること及び本事業により導入した設備等について法定耐用年数期間満
了まで継続的に使用するために必要な措置等を証明できる書類を具備すること。

設備利用要件

• 固定価格買取制度(FIT制度)またはFIP制度を取得しないこと。

• 再エネ発電設備で発電する電力量の 30%以上を当該需要家が消費すること。

• ソーラーカーポートや建材一体型太陽光発電設備を導入する場合は、環境省「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間企

業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業 新たな手法による再エネ導入・価格低減促進事業」を参考にすること。

• リース事業者に対して交付金が交付された上で、交付金額相当分がリース料金から控除されるものであること。

• リース料金から交付金額相当分が控除されていること及び本事業により導入した設備等について法定耐用年数期間満了ま
で継続的に使用するために必要な措置等を証明できる書類を具備すること。

• リース期間が法定耐用年数よりも短い場合には、所有権移転ファイナンス・リース取引又は再リースにより、法定耐用年数期
間満了まで継続的に使用することを担保すること。

PPA
の場合

リース
の場合

※詳細は、「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 実施要領」を確認してください



appendix

蓄電池の主な交付要件について
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蓄電池設備導入/更新については、以下交付要件を満たす必要があります。

契約別
要件

• PPA 事業者に対して交付金が交付された上で、交付金額相当分がサービス料金から控除されるものであること（PPA 事
業者が本事業により導入する蓄電池と同一都道府県内に本社を有する企業の場合は、控除額を交付金額相当分の
9/10 とすることができる。）。

• サービス料から交付金額相当分が控除されていること及び本事業により導入した設備等について法定耐用年数期間満了ま
で継続的に使用するために必要な措置等を証明できる書類を具備すること。

設備利用要件
• 原則として再エネ発電設備によって発電した電気を蓄電するものであり、平時において充放電を繰り返すことを前提とした設備とすること。

• 停電時のみに利用する非常用予備電源でないこと。

• リース事業者に対して交付金が交付された上で、交付金額相当分がリース料金から控除されるものであること。

• リース料から交付金額相当分が控除されていること及び本事業により導入した設備等について法定耐用年数期間満了まで
継続的に使用するために必要な措置等を証明できる書類を具備すること。

• リース期間が法定耐用年数よりも短い場合には、所有権移転ファイナンス・リース取引又は再リースにより、法定耐用年数期
間満了まで継続的に使用することを担保すること。

PPA
の場合

リース
の場合

※詳細は、「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 実施要領」を確認してください
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蓄電池設備導入/更新については、以下交付要件を満たす必要があります。

• 蓄電池部（初期実効容量 1.0kWh 以上）とパワーコンディショナー等の電力変換装置等から構成されるシステムであり、蓄電システ

ム本体機器を含むシステム全体を一つのパッケージとして取り扱うものであること。

• 以下について、所定の表示がなされていること

• 初期実効容量

• 定格出力

• 出力可能時間の例示

• 保有期間

• 廃棄方法

• アフターサービス

• 蓄電池部安全基準として、JIS C 8715－2 又は IEC62619 の規格を満足すること。

• 蓄電池システム部安全基準として、 JIS C 4412 の規格を満足すること。ただし、電気製品認証協議会が定める JIS C 4412 適用の

猶予期間中は、JIS C 4412－1 若しくはJIS C 4412－2の規格も可とする。

• 震災対策基準として、「蓄電システムの震災対策基準」の製品審査に合格したものであること。

• メーカー保証及びサイクル試験による性能の双方が 10 年以上の蓄電システムであること。

※詳細は、「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 実施要領」を確認してください
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この補助金はどのような目的の制度ですか？

本補助金は、環境省の「脱炭素先行地域」に選定された下関市の計画に基づき、
対象地域内の事業者が再エネ設備や省エネ設備等を導入する費用の一部を支援する制度です。
これにより、地域全体の脱炭素化を推進することを目的としています。

Q1

A1

この補助事業の期限はいつまでですか？

令和7（2025）年度～令和11（2029）年度の間の事業実施を予定しています。
なお、本補助事業は原則として申請した年度内で完了する必要があります。

Q2

A2

いつまでに申請すればよいですか？

補助事業に着手する（契約・工事等の開始）前に、交付申請書と必要書類を提出していただく必要があります。
申請受付期間については、別途市のお知らせ（HP等）をご確認ください。
なお、複数年度にわたる事業の場合は、年度ごとに交付申請書の提出が必要です。

Q3

A3
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応募の受付数に上限がありますか？

国の交付金を活用するため、毎年度、交付できる額には限りがあります。
申請書類が揃った方から先着順で受付し、予算の上限に達した時点で本年度の補助事業は終了となります。
また、交付申請の内容によっては交付できる件数も変わりますので、「年間何件まで受付」とは決まっておりません。
予算上限に達した場合は、ホームページ等でお知らせします。

Q4

A4

交付金申請の回数に上限がありますか？

同一の対象施設において、同じ種類の設備（例：太陽光発電設備）に対して補助金の交付を複数回受ける
ことはできません。
ただし、異なる種類の設備であれば申請することが可能です（例：1年目に太陽光発電設備、2年目に蓄電池
を導入する場合）。

Q5

A5

国や市の他の補助金と重複して利用することはできますか？

重複した利用はできません。
この補助金の対象となる設備について、国や下関市が実施する他の補助金と重複して補助を受けることはできませ
ん。

Q6

A6
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リース契約やPPA（電力販売契約）で設備を導入する場合も、補助の対象になりますか？

対象となります。
リースやPPAといった「初期費用ゼロサービス」を提供する事業者が申請者となることができます。その場合、利用者
が支払うリース料金やサービス料金から、補助金額に相当する額が減額されることなどが条件となります。

Q7

A7

再エネ電力を契約しなければならない期間はどのくらいですか？

少なくとも本補助事業の完了報告をする月から2030年度末までは、再エネ電力を使用していただく必要がありま
す。これは、本補助事業の目的である「2030年度までに電力消費に伴うCO2排出の実質ゼロ」を実現するために
必要な責務の一つです。

Q8

A8

補助の対象とならない経費にはどのようなものがありますか？

補助対象経費は、設備の導入に直接必要な費用に限られます。
例えば、以下の費用は対象外です。
・消費税及び地方消費税
・既存設備の撤去費
・土地造成費や建物の基礎工事費など ※詳細は国の実施要領等で定められています

Q9

A9


